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雇用調整助成金（コロナ特例）の不正事案の公表について

① 不正受給による支給取消額及び不正を理由として不支給決定を受けた支給申請額の合計額が100万円以上の場合

⇒ 公表対象。ただし、労働局の調査前に不正受給について自主申告を行い、かつ、返還命令後１か月以内に全額納付した場合で
あって、不正の態様・手段、組織性等から判断して、管轄労働局長が特に重大又は悪質でないと認める場合は公表しないことが
できる。

② 不正受給による支給取消額及び不正を理由として不支給決定を受けた支給申請額の合計額が100万円未満の場合

⇒ 公表対象外。ただし、不正の態様・手段、組織性等から判断して、管轄労働局長が特に重大又は悪質であると認める場合は公
表対象とする。

③ 社会保険労務士や代理人が不正に関与した場合

⇒ 金額、返還の有無にかかわらず公表対象

＜令和５年４月以降の不正事案の公表基準＞

※当該公表基準は雇用調整助成金（コロナ特例）及び緊急雇用安定助成金に限る。

（参考）通常の雇用調整助成金に係る不正事案の公表基準（他の雇用関係助成金のものと同様）
①事業主等が不正受給を行った場合であって、次のいずれかに該当するとき
ア 不正受給による支給取消額及び不正を理由として不支給決定を受けた支給申請額の合計額が100万円以上の場合であって、返還命令後１か月以内に全額納付され
ないとき
イ 不正の態様・手段、組織性等から判断して、管轄労働局長が特に重大又は悪質であると認めるとき

② 社会保険労務士や代理人が不正に関与した場合
⇒ 金額、返還の有無にかかわらず公表対象

○ 不正受給防止の観点から、不正防止対策の強化・不正事案の公表を行ってきたところ。不正・不適正事案

を適切に是正するため、受給事業主の皆様に再点検の協力をお願いするとともに、不正・不適正が判明した

際における自主的な申告・返還を促進することとする。

○ 具体的には、４月以降は、過去の受給についての自主的な再点検をリーフレット等により呼びかけるとと

もに、不正事案の公表基準を公開することにより、全体として自主的な申告・返還の申出をしやすい環境を

整備し、不正・不適正事案の適切な是正を図ることとする。
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